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●高齢者医療費の負担構造改革の実現　●安定した組合運営に向けた財政支援の継続・拡充
●実効ある医療費適正化対策の実施　　 ●保険者機能の発揮に効果的な健保組合方式の維持・発展
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1人あたりの年間保険料の推移 保険料収入に対する支援金・
納付金等の割合別組合数

健康保険組合は事業主（会社）と協働して健康づくりを応援します！

～被保険者の「メタボ領域流入抑制」と「重症化予防」に向けて
　　　　　　　　　　　　　　アドバイスシートを送付いたします～

　けんぽだより(No.112・113)でお知らせのとおり、平成27年度から国の重要な取り組みの一つとして、健診データ等の客観的な情報を
もとに、健保組合と事業主（会社）が連携をして健康増進や疾病予防・重症化予防を支援するデータヘルス計画がスタートしております。
　当健保組合では、このデータヘルス計画の一環として、健康に対する気づきを促し、生活習慣を見直すことを目的とした保健事業「メタ
ボ予測分析（メタボ領域流入抑制）」と「非メタボ（重症化予防）対策」を事業主（会社）と連携して実施します。
　具体的には、被保険者の方を対象に、過去3年間の健診結果（会社の定期健康診断や人間ドックの特定健診結果）から、今後メタボに
なる可能性の高い予備群の方と血圧・血糖・脂質が基準値以上の重症化リスクのある方に、生活習慣改善に向けた専門職の的確なアド
バイスを記載した「アドバイスシート」を送付します。
　アドバイスシートは、1月下旬～2月に事業主（会社）経由で個人宛てに送付されますので、受け取られた方は、今一度ご自身の生活習
慣を振り返り、アドバイスを参考に改善に向けたアクションを取るようにしましょう。
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データヘルス計画

年頭の
ごあいさつ

年頭の
ごあいさつ 横河電機健康保険組合

理事長  前村幸司

　新年明けましておめでとうございます。　　
　事業主ならびに被保険者の皆さまには、お健やかに新春をお迎えのこととお慶び申し上げます。
　旧年中は、当健康保険組合の事業運営に格別のご支援とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、日本の国民医療費は毎年1兆円規模で増え続け、平成25年度40.6兆円と歯止めがきかない状況です。そのため平
成26年度では保険料率を引き上げた健康保険組合は全体の3割を占め、協会けんぽの平均保険料率10％を超える組合は
62組合増の260組合にも上っています。
　また、保険料収入に占める高齢者医療への拠出金は43.8％と高水準であり、今後の医療保険制度改革は、公費投入によ
る現役世代の負担軽減に向けた改革の実現が強く望まれています。しかし、平成29年度には後期高齢者支援金の負担方
法が全面総報酬割になることが既に決まっており、健康保険組合全体で約1,500億円の負担増となるため非常に厳しい状
況が続くことが予想されます。
　そのような環境の中、当健康保険組合も平成27年度予算ベースで保険料収入に占める高齢者医療に関わる国への納付
金・支援金は46.5％を占め、現役世代の医療給付を含めると96.1％にもなります。そのように非常に厳しい状況ではありますが、
当健康保険組合では、特定健診・特定保健指導をはじめ、人間ドック、生活習慣病健診などの疾病予防事業やスポーツクラ
ブ利用補助、コナミスポーツの活動量計を使用したチャレンジウォーキングなどの健康維持・増進への取り組みにも力を入れて
きました。また「健康は自己管理が基本」というセルフメディケーションの考えの下に年2回家庭用常備薬の補助斡旋をするな
ど、さまざまな事業を積極的に展開しております。
　今回のけんぽだより冬号でもご報告していますが、平成26年度の特定健診・特定保健指導では、特定健診受診率83.0％、
特定保健指導実施率41.4％と共に前年度実績よりも向上しております。今年もこれまで以上に受診環境を整えてまいりますの
で、皆さまも積極的に受診いただきますようお願いいたします。
　また、平成27年度から健康保険組合と事業主が協力して、皆さまの健診データ・レセプトデータを分析・活用することで皆さ
まの疾病予防、重症化予防、健康増進、ひいては医療費の抑制を目指す「データヘルス計画」がスタートしました。当健康保
険組合ではこのデータヘルス計画の一環として、皆さまの健康に対する気づきを促し、生活習慣を見直すことを目的とした保
健事業「メタボ予測分析」と「非メタボ（重症化予防）対策」を事業主と連携して実施するための準備をこれまで進めてきまし
た。対象者の方にはその方の生活習慣改善に向けた専門職の的確なアドバイスを記載した「アドバイスシート」を送付します
ので、受け取られた方は、今一度ご自身の生活習慣を振り返って
頂き、相談が必要な方につきましては専門職の相談を受け付ける
窓口を設けましたので遠慮なく相談してください。そして、アドバイ
スを参考に改善に向けたアクションを取るようにしてください。
　健康管理は、ご自分の責任において行なうということが最も大
切でありますが、私たちも健康保険組合として皆さまを積極的に
サポートしていく所存でおりますので、引き続きご支援とご協力を
賜りますようお願い申し上げます。
　最後に、皆さま方とご家族の方々の益々のご健勝をお祈り申し
上げまして、新年のご挨拶とさせて頂きます。

　現役世代が納得できる公平な制度の実現を期して全国1,400余り
の健康保険組合が、平成27年11月25日、東京国際フォーラムに参集
し、平成27年度健康保険組合全国大会が開催されました。当日は約
4,000人の健保組合関係者が参集し、皆保険の維持・発展に向け、公
平な制度の実現を求める決議を満場一致で採択しました。
　大会で決議された内容の要旨と採択された4項目に関して皆さまにご報告いたします。

平成27年度 健康保険組合全国大会開催！
現役世代が納得できる
公平な制度の実現へ！

　健康保険組合は、これまで医療保険者の中核として国民の安心の基盤である皆保険制度を支えてきましたが、高齢化の進展、医
療費の増大、制度の改変によって、かつてない厳しい財政状況におかれています。その最大の要因は、高齢者医療制度への過重
な費用負担にあり、保険料収入の 5 割近くを占める拠出金負担は、現行制度の創設以降、累計で約 24 兆円にも達しています。健
康保険組合はこれまで保険料率の引き上げて対応してきましたが、被保険者一人あたりの年間保険料は 8 年間で 9.5 万円も増加し、
負担はもはや限界に達しており、団塊世代の前期高齢者入り、後期高齢者支援金の総報酬割による負担等で、その存続さえ危ぶま
れる状況にあります。
　今後、健康保険組合が皆保険制度を守り、また、「日本健康会議」等で提唱されている健康長寿社会の実現に貢献していくために、
国は負担の公平性等の観点から高齢者医療制度に関する検討を早急に実施し、平成29年4月の消費税率10％への引き上げ時には、
前期高齢者医療への公費投入をはじめとする高齢者医療費の負担構造改革を断行すべきです。増大する医療費の重点化・効率化
を行わない限り、制度の持続・安定性は確保できず、国は実効ある医療費適正化対策を一層推進することを強く望みます。
　現役世代が納得できる公平な制度の実現に向け、大会では次の事項の実現を期し、組織の総意をもって決議しました。

注）平成19～25年度までは決算、26年度は決算見込み、27年度は予算早期集計の数値。

注1） 平成27年度予算データ報告組合1,384組合の数値。
注2） （　）内は1,384組合における構成比。
注3） 端数整理のため、計数が整合しないことがある。
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　当健康保険組合では、皆様の健康支援の一環として、受診時点で満35歳以上の被保
険者および被扶養者の方を対象に、年度に1回の受診に限り、日帰り人間ドックの費用補助
をしております。
　平成28年度につきましても、（一財）日本健康文化振興会に業務委託して、今年度と同様
に実施させていただきます。
　平成28年度の振込（利用申込）期間および受診期間は下記の通りとなります。ご確認の
上、期日になりましたらお手続きをお願いいたします。      

（※）平成20年度より各保険者に特定健診・特定保健指導の実績報告が義務付けられています。

特定健診・特定保健指導報告平成26年度  

平成28年度 「振込（利用申込）期間」および「受診期間」

振込（利用申込）期間 平成28年4月1日（金）～平成29年1月6日（金）

契約医療機関

受  診  期  間 平成28年5月2日（月）～平成29年2月28日（火）

日帰り人間ドックの利用について日帰り人間ドックの利用について日帰り人間ドックの利用について
平成28年度

１．特定健診

2.特定保健指導

対象者数
被保険者
任意継続被保険者および被扶養者

合　計

目標

目標

目標

被保険者
任意継続被保険者および被扶養者

合　計

被保険者

任意継続被保険者
および被扶養者

合　計

受診者数

受診率
（％）

22年度

22年度

23年度

23年度

24年度

24年度

対象者数
動機付け支援
積極的支援

合　計

目標

動機付け支援
積極的支援

合　計

実施率（％）

実施者数

（注）目標値は、当健保の「特定健診・特定保健指導実施5ヶ年計画」

10,196
5,555

15,751
9,376
2,868

12,244
92.0 

(88.0)
51.6 

(50.0)
77.7 

(75.0)

10,298
5,332

15,630
9,629
2,818

12,447
93.5 

(92.0)
52.9 

(52.0)
79.6 

(78.0)

10,459
5,268

15,727
9,766
2,929

12,695
93.4 

(95.0)
55.6 

(55.0)
80.7 

(81.0)

25年度
10,462

5,295
15,757

9,992
2,945

12,937
95.5 

(95.2)
55.6 

(56.9)
82.1 

(82.0)

945
1,374
2,319

454
622

1,076
46.4 

(38.0)

1,002
1,275
2,277

495
531

1,026
45.1 

(43.0)

974
1,250
2,224

472
487
959
43.1 

(45.0)

25年度
1,031
1,277
2,308

432
461
893
38.7 

(46.0)

26年度
10,521

5,207
15,728
10,084

2,972
13,056

95.8 
(95.4)
57.1 

(57.7)
83.0 

(82.5)

26年度
1,110
1,185
2,295

510
440
950
41.4 

(46.5)

※健保ホームページ（http://www.yokogawakenpo.or.jp)『平成28年度 日帰り人間ドック』は4月から掲載いたします。

　当健康保険組合では、40歳以上の方を対象にメタボリックシンドロームの予防と改善を目的とした「特定健診・特定保健指導」を
実施しております。
　平成26年度の特定健診・特定保健指導の国への実績報告（※）が昨年10月26日に完了いたしましたのでご報告いたします。 

平成28年4月から健康保険制度等が改正されます
　「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」（医療保険制度改革法）により、健康
保険法が改正されますのでお知らせいたします。

マイナンバー制度がスタートしましたマイナンバー制度がスタートしましたマイナンバー制度がスタートしました
　マイナンバーとは
　国が皆さん一人ひとりに割り当てる12ケタの番号のことで、昨年の10月から日本国内の全住民に通知カードが送付されてい
ます。現在は国の各機関がそれぞれに管理している個人情報をマイナンバーでつなぐことで、国や地方公共団体等での情報
連携が可能になります。マイナンバーは、法律で定められた目的以外で利用できません。その取扱いは、個人情報保護法より
も厳格な保護措置が設けられています。
　そして、この制度には次のようなメリットがあります。

　公的な事務手続きにおけるマイナンバーの利用は、平成28年1月から順次始まります。それに合わせて、事業者は従業員の
マイナンバーを取得する必要があります。さらに平成29年1月からは保険料の徴収事務、資格確認、被扶養者の認定など、健
康保険組合の手続き書類にも皆さまのマイナンバーが必要になります。それまでに事業所を通じて被保険者、被扶養者の方
のマイナンバーを取得させて頂きますのでご理解、ご協力をお願い致します。
　尚、任意継続被保険者（被扶養者を含む）の方は、直接健康保険組合にご提供いただくことになります。

＊　病気や出産で会社を休んだとき、標準報酬日額の3分の2相当額が支給される制度

●国内未承認の医薬品等にかか
る医療費は自己負担。健康保険
適用分の医療費は健康保険が
使える(保険外併用療養費)。

●健康保険の保険料の算定の基
礎となる。

●上限を3等級引き上げ。下限は
5.8万円で変わらず。

●1年に満たない人は入社してか
らの平均か、当健保組合全被保
険者平均のいずれか低い方を
標準報酬日額とする。

●救急等の場合は除く。
●再診の場合(他の医療機関を紹

介されたにも関わらず再受診し
た場合)にも適用。

●低所得者の方は変更なし。
●平成30年度からは460円。

●標準報酬月額の上限額の見直
しにともない改正。　

患者からの申出により、臨
床研究中核病院が国に申
請。承認まで原則6週間

直近1年間の平均

500床以上の病院及び特
定機能病院を対象に定額

（5,000～10,000円）を
自己負担する（予定）

1食あたり360円1食あたり260円

承認までおおむね
6～7ヶ月

直前1ヶ月

手当金の額を決める標準報酬日額の対象期間

病院（200床以上）
ごとに特別料金を設定

備　考平成28年4月より現　行

入院時の食事代の
見直し

上限139万円（全50等級）上限121万円（全47等級）標準報酬月額の
上限額の引き上げ

年間上限573万円年間上限540万円標準賞与額の
年間上限額の引き上げ

患者申出療養制度の
創設(国内未承認の医
薬品等を使いたいと
き)

傷病手当金・出産手当
金＊の計算方法の見直
し

紹介状なしで大病院
にかかったときの自己
負担

●国民の利便性の向上：年金や福祉などの申請で、書類の添付が減ります。
●行政の効率化：行政手続きに要している時間が大幅に削減されるとともに、より正
　　　　　　　　確になります。
●公平・公正な社会の実現：所得把握の正確性が向上し、未払い・不正受給を防止する
　　　　　　　　　　　　ことで、適正・公平な課税につながります。


